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１　はじめに

（１）公共牧場について

　公共牧場は、酪農経営体などの経営安定を

図るため、行政、農協などの公的機関が、酪

農経営体などが預託した乳用牛ならびに肉用

牛の集団的育成を担う牧場として、1960年

代後半から1980年代前半にかけて全国に創

設された。

（公社）静岡県畜産協会のＨＰより

　天城哺乳場・放牧場の基本的な飼育管理

　哺乳場では、哺乳舎で代用乳を与え離乳は２カ月齢を基準とし、その後、一般牛舎に移動

しおおむね20頭を１群として群を構成し、月に１回牛房を移動させながら飼育し、おおむね

８カ月齢を目安に放牧場に移動させます。

　放牧場では、４～５群の構成で管理し受胎適期の月齢に到達した牛に人工授精を行います

が、受胎しなかった牛はまき牛群として種付けを行います。

（カ月齢）

０ ２ ８ 13 20 22

分娩 哺乳場 放牧場 人工授精 放牧場
入場 入場 まき牛による種付 退場

体重80kg前後 210kg前後 330kg前後 500-550kg
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　本稿は、静岡県における後継牛確保の現状と公共育成牧場（以下「公共牧場」という。）に対
する預託ニーズおよび公共牧場の存立要件を明らかにした。
　分析の結果、本県の酪農経営は、交雑種生産を主とし、乳牛初妊牛の導入によって経営を維持・
拡大していること、小規模経営と複合経営の担い手確保率は低く、これらの経営体を中心に預託
ニーズが多いことが明らかになった。また、組合管理による公共牧場の存立要件は、組合員自ら
の後継牛生産と育成牛預託が前提となることが示唆され、乳牛雌子牛の効率的な生産を含めて、
本県の公共牧場への対応が迫られている。

【要約】
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（２）問題の所在

　本報告は、酪農経営を対象にした後継牛確

保のアンケート調査から、預託農家の経営的

特長、預託ニーズの実際および公共牧場の存

立要件を、自家育成牛生産の視点から統一的

に把握して、公共牧場の経営継続のための得

策を提示したものである。

　急速な多頭化により、草地資源の不足して

いる地域や労働力が不足する経営において、

育成部門の外部化が増加している。しかし、

公共牧場の多くは厳しい運営を迫られてお

り、とりわけ都府県の公共牧場は、受託業務

を停止または閉場する牧場も少なくない。

　樋口らは、北海道を対象にした公共牧場

の研究において、労働力や牧草地面積に対

し、頭数集約的な酪農経営で預託受け入れ

サービスの希望が多く、さらに預託ニーズ

を有する非利用者の存在も多いと報告して

いる（注１）。ところが、都府県の酪農は、北海

道と比べると飼料作地面積が少なく、小規

模な酪農経営が多く存立していることから、

公共牧場への評価はより顕著に表れること

が期待される。

　このような視点から、静岡県下の酪農家を

対象にアンケート・聞き取り調査を実施し、

個別経営における後継牛確保の手段と、これ

に対して公共牧場が果たす役割について明ら

かにする。また、受託業務を停止した組合管

理による公共牧場の閉場要因を究明し、公共

牧場の存立要件を提示する。

（３）調査対象と分析方法

　静岡県の酪農経営体（254戸）全てを対

象に、「後継牛確保に関わるアンケート」の

調査票（Ａ４×６頁、無記名式）を、指定生

写真１　天城哺乳場・放牧場遠景
（（公社）静岡県畜産協会提供）

写真２　天城哺乳場・放牧場の哺乳場
　�　２カ月齢までは、哺乳牛舎の自動ほ乳器によつ

て、代用乳を与える。同時に良質な乾草を給与する。
　�　２カ月齢以降一般牛舎に移動し、月齢に応じ人工

乳又は配合飼料を給与するとともに、良質な乾草を
給与し、餌を十分摂取できる胃づくりの準備をする。

（（公社）静岡県畜産協会提供）

写真３　天城哺乳場・放牧場の育成牛舎
　�　夏季（５月～10月）は、育成前期の牛を主

体に草地に放牧して生草を十分給与し、胃の
発達を促すとともに繁殖の供用に備える。

　�　冬期（11月～４月）は、全頭を牛舎内で飼
育し、乾草と配合飼料を給与する。

（（公社）静岡県畜産協会提供）



畜 産 の 情 報 　 2015. 158

２　後継牛確保に関わるアンケート調査結果

（１）調査結果の概況

　表１はアンケートの一次集計を基に、「自

家育成型」、「育成預託型」、「乳牛導入型」に

類型化した159戸の経営概要を示したもの

である（注４）。また、2011年度の酪農全国基

礎調査データを参考値として表掲した。

　静岡県の経産牛40頭以上経営の割合は

42.8％と高く、都府県平均の30.1％を大き

く上回った。さらに飼養頭数規模の二極化が

生じ、小規模の複合経営を中心に高齢化と担

い手確保率が低下していることから、これら

経営の離農が懸念される（注５）。未経産／経産

牛比率（０を含む）は26.4％で、都府県平

均の38.0％を大きく下回り、主として乳牛

初妊牛の外部導入により経営を維持・拡大し

ていることが伺われる。

　自家育成型の経産牛頭数は最も少なく、繋

ぎ牛舎による飼養管理が82.4％を占めてい

る。その特徴として、①担い手確保率が高い

こと、②粗飼料自給率が高いことから、いわ

ゆる従来型の土地利用型酪農を展開している

乳生産者団体であるＪＡ静岡県経済農業協同

組合連合会を通じて配布し、郵送で回収する

方法を採用した。（配布日：2013年９月17

日、回収締め切り10月11日）。

　調査内容は、次のとおりである。

　①酪農経営の概要と規模の変化

　②後継牛確保の方法

　③公共牧場の重要度・満足度の評価

　④利用料金の評価

　⑤その他自由記述

　有効回答率は62.6％（254戸中159戸、

うち公共牧場利用者52戸（32.7％）、非利

用者107戸（67.3％））であった。

　また、2008年に受託業務を停止した公共牧

場の閉場要因を明らかにするため、役員（経験

者を含む。）に聞き取り調査を実施した。デー

タの分析は、一次集計およびクロス集計を行う

とともに、調査対象を後継牛確保の比率を基に、

①自家育成型、②育成預託型、③乳牛導入型に

類型化し、その結果に対して統計学的な分析を

行った（注２）。

　預託ニーズは、「統計ソフトエクセルアンケー

ト太閤Ver.5.0、（株）エスミ」を用いて、公

共牧場の利用者・非利用者の満足度・改善度

（Customer Satisfaction）を分析した。アン

ケート調査の推定精度は、公共牧場を利用する

母集団比率を50％と仮定し、許容できる目標

精度５％、推定信頼率95％として算出した（注３）。

　その結果、最も安全な標本数はｎ＝154

となり、有効回答数はこれを上回っているこ

とから本調査は有効であると判断された。

（注１）：�　樋口聖哉・仙北谷康・樋口昭則(2012)「酪農経

営の公共牧場に対する評価と預託ニーズ」『農業

経営研究』日本農業経営学会、第50巻、第３号、 

pp.62-67．を参照のこと。

（注２）：�　各経営体の飼養頭数規模は大きく異なるため、

外れ値やデータに特定な分布を仮定できないなど

の問題が生じる。　　　　　　　　　　　　　　

　本稿では、ノンパラメトリック法による解析

を行うため、データを順位値に変換して分析する

Wilcoxonの順位和検定、および３類型間の平均

値を分析するため一元配置分散分析を用いた。

（注３）：�　アンケート調査研究は、母数（母集団の平均値や

比率）の推定精度を確保するため標本の大きさを決

め る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　目標精度とは許容できる最大誤差であり、10%前

後が一般的である。本調査は預託ニーズを50%と仮

定して要求精度を5%、推定信頼率を95％に設定す

ることで信頼度を確保している。
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ものと思慮される。

　育成預託型は粗飼料自給率および担い手確

保率が低く、複合経営の比率が最も高い特徴

を有し、今後の経営展開において規模拡大に

は消極的である。乳牛導入型は、フリーストー

ル牛舎・フリーバーン牛舎（注６）を整備し、雇

用労働力と乳牛導入により効率的に生乳を生

産する、いわゆる企業的な経営が大宗を占め

ている。この経営群は担い手確保率が高く、

今後も飼養頭数規模の拡大を志向するという

特徴を有している。

（注４）：�　類型化は、最も比率の高い後継牛確保の方法か

ら行った。同比率の場合は、自家育成、育成預託

の順を優先した。

（注５）：�　飼養頭数規模を１～９頭、10 ～ 19頭、20 ～

29頭、30 ～ 49頭、50 ～ 99頭、100頭以上に類

型化し、担い手確保について一元配置：分散分析を

行った結果、有意差が認められた（P＜0.01）。また、

それぞれの確保率は小規模経営から０%、13%、

20%、40%、73%、82%となり、小規模経営ほど

担い手が確保されていないことが伺われる。なお、

酪農専業経営の担い手確保率は41.7％、複合経営は

25.8％であった。また、複合経営の内訳は、水田複

合経営10.0％、畑作複合経営5.7％、乳肉複合経営

3.8％、その他（教育ファーム・乳製品販売・不動

産関連）6.3％となるが、水田・畑作複合経営の担

い手確保率は20.8％で、都府県の46.3％はもとよ

り、調査対象の平均値38.1％を大幅に下回っている。

（注６）：�　フリーストール牛舎：牛を繋がずに、自由に歩き

回れるスペースを持った牛舎の形態のこと。 ストー

ルはパイプなどで１頭ずつに仕切られているが、ど

のストールでも自由に出入りして休息できるため、

表１　調査対象の経営概況と３類型間の比較（2013年）

調査農家の概要�
159戸

酪農全国基礎調査
（2011年度）
都府県平均

自家育成型�
85戸

育成預託型�
37戸

乳牛導入型�
37戸

経営規模
　総飼養頭数 頭 63.7±70 51.7±32 63.4±55 91.7±123 ―
　経産牛頭数 頭 50.5±64 35.0±21ａ 51.0±40b 85.5±117ｂ 38.4
　乳牛育成頭数 頭 13.2±15 16.7±13ａ 12.4±17ｂ 6.2±14ｃ 13.1
　初妊牛分娩頭数 頭 13.0±34 8.1±6ａ 10.0±8ｂ 28.2±71ｂ ―
　初妊牛導入頭数 頭 16.8±50 3.6±3ａ 5.2±5ｂ 31.9±72ｃ 8.1
　総出荷乳量 ｔ 440.6±622 291.6±196ａ 427.9±385ｂ 797.9±1133ｂ 312.2
　搾乳牛1頭当たり乳量 ㎏ 8,583.0±1194 8,395.4±1206ａ  8,986.7±1121ｂ 8,598.0±1171ｃ 7,798.60
　経営耕地面積 ａ 937.8±1083 786.4±708ａ 784.3±728 1,606.4±1932ｂ 750
経営形態
　労働力数１） 人 2.9±2 2.7±1ａ 2.7±1ａ 3.6±4ｂ ―
　家族従事者 人 2.2±1 2.3±1 2.2±1 1.9±1 2.6
　経営主年齢 歳 59.8±11 59.0±10 61.1±9 60.2±13 57.2
　経営形態（法人経営割合） ％ 3.8 1.2ａ 2.7ｂ 10.8ｂ 12.3（1戸1法人）
　専業経営率２） ％ 74.2 75.3 70.3 75.7 ―
　担い手確保率３） ％ 38.1 42.2ａ 22.2ｂ 44.4ｃ 46.3
　初妊牛導入割合４） ％ 27.8 6.7ａ 16.8ｂ 94.0ｃ ―
飼養頭数の集約度
　1頭当たり飼料作地面積５） ａ 14.1±19 16.7±20 8.7±11 13.4±23 24.0（延べ面積）
　労働力1人当たり頭数 頭 16.0±9 13.0±5ａ 19.2±11ｂ 19.9±10ｂ 12.9
　労働力1人当たり年間出荷乳量 ｔ 128.1 101.9ａ 151.7ｂ 164.9ｂ 103.7
　粗飼料自給率 ％ 28.1 34.3ａ 20.3 21.7ｂ ―
　繋ぎ牛舎比率６） ％ 72.3 82.4ａ 70.3ｂ 51.4ｃ ―
　未経産／経産牛比率 ％ 26.4 47.6ａ 24.3ｂ 7.2ｃ 38.0
　経産牛対牛舎収容力 ％ 78.7 80.0 81.0 73.2 ―
　未経産牛対牛舎収容力 ％ 68.2 83.7ａ 58.9ｂ 28.9ｃ ―
　飼養頭数の変化７） 頭 ▲73 ▲126 ▲75 128 ―
　今後の経営展開（拡大意向比率） ％ 23.3 23.5ａ 10.8ｂ 35.1ｃ ―
平均値±標準偏差　 Wilcoxonの順位和検定を用いた。a、b、c：異なる添え文字をもつものは項目間で有意差あり　P＜ 0.05
注１：家族酪農従事者と家族以外の酪農従事者数である。
　２：専業経営率は、酪農単一経営／全ての経営体である。
　３：担い手確保率は、経営主50歳未満経営＋ 50歳以上で後継者既定の比率（無回答を除く）である。
　４：初妊牛導入割合は、後継牛に占める導入頭数の割合，乳牛導入頭数／未経産牛頭数である。
　５：経産牛1頭当たり面積とする（０含む）。
　６：繋ぎ牛舎比率は、繋ぎ牛舎／（繋ぎ牛舎＋フリーストール牛舎＋フリーバーン牛舎）とする。 
　７：調査時点の５年前（2008年）と比較した経産牛飼養頭数の増減である。
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フリーストールと呼ばれている。

　これは、個々の牛の休む場所が混み合わず清潔に

保たれ、敷料が少なく済む、給餌場を休息場内に設

けられるなどの利点がある。出典：「畜産大事典」

　フリーバーン牛舎：牛をつながずに、自由に歩

き回れるスペースを持った牛舎の形態のことで、

フリーストール牛舎と違い、一頭ごとに休息でき

るストールが無い牛舎である。牛は好きな場所で

リラックスして横になれる。出典：「畜産大事典」

　今回の調査結果から静岡県の酪農経営の特

徴を示すと、繋ぎ牛舎の比率は自家育成型、

育成預託型、乳牛導入型の順で低くなり、粗

飼料自給率も低下するが、経産牛の飼養頭数

規模はこの順で拡大し、労働力１人当たりの

生乳生産性（総出荷量／労働力数）は向上す

る。また、５年前（2008年）と比較した経

営規模の変化において、類型間に経産牛頭数

の増減の差がみられたが、拡大・維持・減少

のカテゴリーでの差が認められないことから、

一部の雇用型大規模酪農経営体が急速に飼養

頭数規模を拡大していることが伺われる（注７）。

　経産牛の飼養頭数規模と生乳生産量におい

て、自家育成型は育成預託型および乳牛導入

型との間で有意差が認められることから、自

家育成型は、家族労働力を主とする自己完結

型の専業酪農であり、預託育成型、乳牛導入

型は搾乳専業的経営といえる。

（２）利用者の預託目的

　各評価項目と総合評価との単相関係数を重要

度、各評価項目で「良い」の割合を満足度とし

て、また、平均点は、「全くそう思う」を５点、

「ややそう思う」を４点、「どちらともいえない」

を３点、「あまりそう思わない」を２点、「全然

そう思わない」を１点として算出し、有効回答

を得た利用者49名と非利用者37名の預託ニー

ズを図１、図２に示した。利用者の57.1％は

預託育成に満足していると回答し、「経産牛の

管理に集中」、「労働力不足の解消」、および「牛

舎不足の解消」に対して高く評価している。こ

れは、先に述べた数量的傾向と経営行動を的確

に捉えており、育成牛預託は労働力、牛舎収

容力の側面で酪農経営を補完しているといえ

る。重要度偏差値、満足度偏差値の交点と、原

点（50,50）との距離を改善度として、利用者、

非利用者の育成預託に対する評価を示した（図

３、図４）。

　図３から収益性の評価は、総合評価との相関

係数（0.52）が高いにもかかわらず、「良い」

の比率（59.2％）が低いことから育成度合い

にばらつきがみられる点を指摘し、その改善が

必要と判断された（改善度7.54、図３に記す

矢印）。

　さらに、受胎率が「良い」と評価している

利用者は57.1％に止まったことから、受胎

率の改善も指摘できる。また、非利用者は、「品

質向上」、「受胎率」に対して重要度が高いこ

とから、育成預託を推進するためには、「品

質向上」と「受胎率」に対し預託ニーズに応

える必要がある。総合評価において、非利用

者の32.4％が「良い」と評価していること

から、静岡県では、非利用者のうち21戸の

酪農家が育成預託を検討していると推察され

た（注８）。

（注７）：�　５年前と比較した経営規模の変化を「拡大」、「維

持」、「減少」のカテゴリーに分類し、一元配置：

分散分析を行った結果、検定統計量のＦ値（0.11）

が棄却域（3.05）に入っていないため仮説（３類

型間に差はない）は棄てられないことから、３類

型間に差があるとはいえない。

（注８）：�　今回の調査では非利用者（107名）のうち66名

（61.7％）が「料金に関わらず利用しない。」となっ

た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　静岡県全体（254戸）に換算すると171名の非

預託者のうち105名は「料金に関係なく預託をし
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図１　利用者の預託ニーズ
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 図２　非利用者の預託ニーズ
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ない」となる。　　　　　　　　　　　　　　　

　残る66名のうち32.4％、21名が預託の可能性

を占めていることになる。

　254戸 ×67.3 ％ ≒171戸 －（171戸 ×

61.7％）＝ 66戸 × 32.4％ ＝ 21戸
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図５　預託料金および支払い許容額
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図４　非利用者の偏差値ＣＳグラフ
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図３　利用者の偏差値ＣＳグラフ
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３　公共牧場の存立要件

（１）調査対象の概況

　農事組合法人育成牧場Ｈ組合（以下、「Ｈ

公共牧場」という。）は、静岡県富士宮市

北端に位置し、西富士開拓地域最大となる

57.7ヘクタールの牧草専用地を管理する

組合管理の公共牧場であった（注11）。開設当

初からまき牛方式の周年受託形態を採り、

1990年からは黒毛和種のみを供用してい

た。1993年に静岡県公共牧場の指定を受け、

生後９カ月齢から分娩する２カ月前までの１

年余りを受託して農家に返すのが標準的な運

営であった。一日平均受託頭数は、受託業

務を停止した2008年には143頭まで減少し

たが、それ以前は平均して250頭以上であ

り、組合員の預託料は１頭当たり525円／

日、組合員以外は575円／日であった。組

合員の地区（以下、「Ｈ地区」という。）では、

（３）預託料金に対する評価

　図５は、利用者の預託料金と非利用者の支

払い許容額を示したものである。利用者の預

託料金の平均は１頭当たり533円/日となっ

た。非利用者107名に対し、育成牛預託を

検討する場合の支払い許容額を尋ねたとこ

ろ、37名の有効回答を得た。13戸は550円

/日（静岡県の公共牧場の預託料金）以上と

回答しているが、過半数はこれ以下の許容額

を示し、全体は473円/日であった。また、

料金に関係なく利用する意思のない酪農経営

は66戸となり、自家育成の有利性を唱える

自家育成型と、交雑種生産により乳牛後継牛

を生産しない乳牛導入型のそれぞれの経営方

針の表れとみることができる。

（４）小括

　静岡県の酪農経営は、自家育成型は戸数に

おいて過半数を占めているが、相対的には乳

牛導入に依存する経営形態である。育成預託

型の３割が複合経営で、担い手確保率は極端

に低く、これらの経営体に預託ニーズが集中

しているが、静岡県全体の預託ニーズは想定

していたほど多くない。また、預託ニーズは

労働力に対して頭数集約的な経営で確認され

たが、飼料作地面積に対しては認められない。

預託ニーズが少ない要因として、効率的稼動

の実現や操業効率を重視する雇用型大規模酪

農経営体の交雑種生産の増加が挙げられる。

県内の交雑種分娩頭数比率は61.6％となる

が、北海道の18.7％はもとより、都府県の

48.1％を大幅に上回っている（注９）。この比

率は、都府県の分娩頭数の多い序列で最も高

いことから静岡県の酪農経営の特徴は、乳牛

導入と交雑種生産の２つに集約できる。昨今

では、（公社）静岡県畜産協会が運営管理す

る天城哺乳場・放牧場の受託頭数が漸減して

いるが、このような事情が大きく影響してい

ることも示唆されてくる（注10）。

　以下では、2008年に受託業務を停止した

組合管理の公共牧場に焦点を当て、静岡県に

おける公共牧場の存立要件を提示する。

（注９）：�　農林水産省「畜産統計（平成25年２月１日現在）」

を参照のこと。

（注10）：�　天城哺乳場・放牧場の平成23年度の受託延べ

頭数は14万1275頭、平成24年度は12万7510

頭。（公社）静岡県畜産協会「平成24年度静岡県

家畜共同育成場事業報告」を参照のこと。
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1993年には28戸の酪農家が営農していた

が、2013年には16戸まで減少している。

2013年の１戸当たりの飼養頭数は86.4頭

であり、西富士開拓地域において最も多頭化

が進んだ地区である。16戸の酪農家のうち、

年間に必要な初産分娩牛の50％以上を自家

生産する戸数はわずか９戸（56.3％）であり、

静岡県の78.7%（118戸／150戸）を下回っ

ている（注12）。また、未経産牛／経産牛比率（０

を含む）は21.5％である。これは、静岡県

全体の平均値26.4％と比較しても相当低く、

外部導入を中心に後継牛を確保していること

が伺われる。また、労働力１人当たりの経産

牛飼養頭数は22.4頭、生乳生産量は189.5

トンと多く、労働生産性が著しく高い地区と

いえる。

（注11）：�　Ｈ公共牧場の沿革は、大規模草地改良事業

（1964 ～ 66年）による草地造成および放牧施

設などの設置を契機に、組合員34名、出資金

410万円により、地域の共同育成牧場として発

足したことにある。その後、畜産基地建設事業

（1983 ～ 88年）により250頭収容可能な育成

牛舎が整備された。

（注12）：�　西富士開拓地域の酪農経営の推移は表２の通り

である。

表２　西富士開拓地域における酪農経営の動向

年度
酪農家戸数 飼養頭数

１戸当たり
飼養頭数

対５年変動率 乳価
牧草専用
地面積

戸 頭 頭 酪農家戸数 飼養頭数 円/kg ha
1980 113 3,477 30.8 ▲6.61 21.15 108.61 784
1985 102 3,673 36.0 ▲9.73 5.63 105.62 801
1990 92 3,917 42.6 ▲9.80 6.64 94.91 794
1995 79 4,369 55.3 ▲14.13 11.54 89.79 730
2000 71 3,929 55.3 ▲10.13 ▲10.07 91.83 611
2005 64 4,335 67.7 ▲9.86 10.33 92.78 589
2010 50 3,887 77.7 ▲21.87 ▲10.33 99.40 511

資料：富士開拓農業協同組合および農林業センサス
　注：飼養頭数は２歳以上の乳用牛

（２）Ｈ公共牧場の閉場要因

ア　経営収支

　過去20年間の受託事業と損益・貸借の推

移を表３および図６、図７に示した。Ｈ公

共牧場の延べ受託頭数は1997年度の11万

9268頭をピークに、受託停止が決議された

2007年度には８万9947頭まで減少した。

これはＨ地区の農家戸数の減少と一致し、

2001年には組合員外の受託頭数が組合員の

それを上回っている。受託頭数を確保する

ため新たに専従者を雇用したことで支払い

給与は増加している。また、2008年は所

有農地５ヘクタールを売却したことによる

固定資産処分損が発生し、当期損失は825

万円となっている。同年10月より受託牛は

天城放牧場へ転牧され、2009年度より施

設および牧草専用地を貸与しているが、受

託業務停止以降の主な収入はこれらの賃借

料である。貸借対照表の推移を概観すると、

1992年度の団体営草地畜産基盤総合整備事

業において、草地造成と牡牛舎、パドック

の補完工事を施し、固定資産評価は上昇し

たが、2002年度に所有草地10ヘクタール、

2007年には８ヘクタールを売却しているた

め、2012年度の資産総額は１億270万円に

低下している。
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表３　経営収支および損益と資産の推移

年　度 1992年度 1997年度 2002年度 2007年度 2012年度

主な整備等
団体営造成工事
牡牛舎新築

10ha土地売却
新牛舎建設(05年)

8ha土地売却

収入計
千円

65,207 72,587 64,082 54,189 1,226
　うち、預託料 55,528 63,565 48,462 46,309 ―
経営費計

千円

65,337 72,247 62,626 52,032 803
　うち、飼料代 17,508 25,328 12,178 14,590 ―
　うち、専従者給与 8,627 9,443 7,520 11,945 ―
　うち、労務費 4,090 4,353 2,443 1,816 ―
当期利益 千円 ▲1,299 340 1,456 2,158 42
延べ受託頭数 千頭 104 119 96 90 ―
１日平均受託頭数 頭 286 327 262 246 ―
組合員預託率 ％ 75.9 69.3 44.3 47.9 ―
員外預託率 ％ 23.2 29.4 47.3 45.8 ―
酪農家の組合員数 戸 29 24 19 19 16
資産および資本 万円 18,740 21,661 19,851 14,537 10,270
資料：各年度の通常総会資料

図６　年度別預託者別延べ預託頭数と構成比の推移
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資料：各年度通常総会資料

図７　運営・資産の変動（1992年の値を100として）
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表４　Ｈ地区の調査対象の経営規模と３類型間の比較（2013年）

Ｈ地区全体�
16戸 自家育成型�

５戸
育成預託型�
４戸

乳牛導入型�
７戸

経営規模
　経産牛頭数 頭 86.4±91 44.2±20 91.8±66 113.6±126
　未経産牛頭 頭 15.4±18 17.2±8 13.1±25 17.0±17
　初妊牛分娩頭数 頭 17.4±22 8.4±7 10.5±8 27.7±30
　総出荷乳量 ｔ 784.9±907 336.0±186 882.5±757 1049.8±1221
　経営耕地面積 ha 7.9±8 14.4±8ａ 11.5±3ａ 1.1±3ｂ

経営形態
　労働力数（注１） 人 3.7±3 2.4±1 4.0±3 4.5±4 
　担い手確保率（注２） ％ 56.3 80.0 75.0 28.5
飼養頭数の集約度
　労働力1人当たり頭数 頭 22.4±9 18.0±6 26.1±14 23.5±8
　労働力1人当たり年間出荷乳量 ｔ 189.5±79 133.7±56ａ 228.9±87b 206.9±75 
　未経産／経産牛比率 ％ 26.1 40.0ａ 15.9ｂ 8.2ｂ

　経産牛対牛舎収容力 ％ 76.5 76.7 84.8 71.6
平均値±標準偏差　 Wilcoxonの順位和検定を用いた。
a、b、c：異なる添え文字をもつものは項目間で有意差あり　P＜ 0.05
注１：家族酪農従事者と家族以外の酪農従事者数である。
　２：担い手確保率は，経営主50歳未満経営＋ 50歳以上で後継者既定の比率である。

イ　調査結果の概要

　以下では、前掲の分析方法を用いて、Ｈ地

区１６戸のデータを分析し、組合員の特徴を

明らかにした。

　各類型間の経営の特徴は、静岡県を対象に

したアンケート結果と同じ傾向を示している

（表４）。Ｈ地区の自家育成型は担い手確保率

が高く、草地面積は十分確保されている自給

的な経営である。草地面積において有意差が

認められ、後継牛確保の方法を決定付ける要

因と推察された。また、担い手確保率に統計

的差異が認められないが、後継者が確保され

ている経営体は自家育成を積極的に行い、後

継者の未定または確保されていない経営体は、

主として乳牛初妊牛を導入する傾向が示され、

静岡県全体の傾向とやや異なる結果となった。

（３）小括

　組合管内の乳牛雌子牛の減少は、受託頭

数の減少をもたらすことから、組合管理に

よる公共牧場の存立要件は、その組合員自

らの後継牛生産と育成牛預託が前提となる

ことが示唆された。近年、Ｈ地区は１戸当

たりの飼養頭数規模が急速に拡大している

が、交雑種生産により後継牛の自家生産頭

数は減少している。その結果、Ｈ公共牧場

への受託頭数は減少し、これに対処するた

め組合員外の受託頭数が増加したのもこの

時期である。さらに酪農に従事する組合員

数の減少は、役員の担い手減少を引き起こ

し、多頭化する酪農経営の労働力の側面で

極度な負担となっている。換言すれば、組

合員のための公共牧場という役割を果たす

ことができない状況に陥り、受託業務を停

止したと考えられる。牧野組合による牧草

地所有の枠を越えた、地域全体としての公

共牧場の設置が求められる。
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４　おわりに

　酪農経営の展開は土地基盤と牛舎収容力に規

定され、労働生産性の向上、資本・設備高回転

の操業が必要不可欠になる。2000年以降は、

全国各地で家族経営規模を超える雇用型大規模

酪農経営体が形成されたが、その多くは乳牛初

妊牛の導入により維持・拡大している。これら

の経営体は、主として交雑種生産により、その

子牛販売代金を乳牛導入資金に充てて経営を稼

動している。しかし、乳牛初妊牛価格は高騰を

続けており、後継牛確保は重要かつ火急の課題

であることを認識しなければならない（注13）。

　後継牛確保において、自家生産された育成牛

の初産分娩までの生産費は、最も安価であり、

従来型の酪農経営は飼養頭数規模の拡大に頼ら

ず、自家育成によって経営費の節減に努めてい

る（注14）。しかし、１戸当たりの飼養頭数規模は、

さらに拡大することが推察され、今後は自家育

成を行う余裕はなくなる。自家育成を行う経営

を支援する一方で、飼養頭数規模を拡大した経

営の選択肢として、預託ニーズに応える公共牧

場を整備することが肝要である。また、一部の

公共牧場で、黒毛和種のまき牛方式を採用して

いるが、妊娠牛率は決して高くない（注15）。時代

の趨勢を考慮すると、妊娠をまき牛に頼るので

はなく、発情観察と繁殖技術を駆使し、妊娠牛

率を向上させることが求められる。

　今回の委託調査研究から、静岡県の後継牛確

保の実態を明らかにしたが、如何なる場合でも

乳牛雌子牛の生産は必須となる。しかし、静岡

県には、経営を維持するための乳牛雌子牛が存

在していない。公共牧場は、酪農家の雌子牛生

産の上に成り立っていることからも、預託ニー

ズのある性判別精液の人工授精や性判別受精卵

の移植技術を取り入れるなどして効率的に雌子
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図８　乳牛初妊牛取引価格の推移

資料：北海道農政部、ホクレン調べ

牛を生産することが今後の課題となる（注16）。

（注13）：�　北海道の乳牛初妊牛取引価格は、平成20年以

降高騰している（図８）。

（注14）：�　自家育成された乳牛初妊牛の生産費は、導入す

る乳牛初妊牛価格の63.7％となり、自家育成の

有利性が報告されている。詳しくは長田雅宏・小

渕智子・牛島仁・小澤壯行(2013)「酪農経営に

おける自家育成牛生産費と能力評価に関する研

究」『農業経営研究』日本農業経営学会、第51巻、

第２号、pp.43-48。を参照のこと。

（注15）：�　Ｈ育成牧場のまき牛による妊娠牛率（３回目の

妊娠鑑定まで）は89％となり、受胎率は50％と

推定される。

（注16）：�　天城哺乳場・放牧場は、人工授精する精判別精

液価格の３分の１を補助し、乳牛雌子牛の確保に

努めている。
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